
福井県公共工事入札監視委員会の開催概要について 

 このことについて、平成28年度福井県公共工事入札監視委員会（第4回）を開催しましたので、その

概要をお知らせします。 

記 

１ 日  時   平成 29年 3月 22日（水）9:30 ～11:30 

２ 場  所   県庁 10階 審問廷 

３ 出席委員   荒井委員、金崎委員、川上委員、清水委員、藤井委員（五十音順） 

４ 議事次第 

 開会 

 議題 

   ・入札および契約に係る制度の運用について 

   ・抽出事案審議 

   ・談合その他の不正行為に関する事項について 

 その他 

 閉会 

５ 会議概要 

 入札および契約に係る制度の運用について（平成28年 9月 1日～平成28年 12月 31日） 

   ・契約件数、落札率の状況について説明 

 ・指名停止の運用状況について説明 

 ・総合評価落札方式の実施状況について説明 

Ｑ 独占禁止法違反行為に対する指名停止措置について、指名停止の期間が短縮される「課徴金減

免制度の適用あり」とは談合の内容を自主的に報告した場合に公正取引委員会が課徴金を減免す

る制度のことか。 

Ａ そのとおりである。 

Ｑ 贈賄に対する指名停止措置について、指名停止期間が２か月から４か月と事案により異なって

いるが、指名停止期間をどのように決めるのか。 

Ａ 指名停止の原因となった罪にかかわった者が使用人か役員等であるか、またその工事が県発注

のものか、県内の県以外の工事か、または近郊府県であるかなどを考慮して決定している。 

あ 抽出事案審議（事前に川上委員が抽出）  

ア 原子力災害制圧道路等整備事業（道路改良）神野２８－４工事 

Ｑ 技術評価項目の「地域精通度」による加点評価は、発注者として地元業者に工事をとってほし

いという狙いがあるのか。 

Ａ その地域に精通している業者への加点であるが、作業員や建設機械を保有し、災害時の復旧対

応や除雪作業を担う地域に根ざした業者に配慮するという趣旨も含んでいる。 

Ｑ 総合評価落札方式の地域防災力維持型は、制度創設後まだ２年と期間は短いが、地域において

災害復旧などを担う業者の存続に貢献していると評価できるか。 

Ａ 工事施工箇所は市町によりバラつきがあり、小浜土木事務所管内では施工箇所の多い高浜町や

おおい町では発注件数が多く、地域防災力維持型によることで地元業者の選定に役に立っている



と考えている。その一方で、工事発注が少ない市町では、そもそも地元業者が工事を受注するこ

とは期待できず、今後の課題と考えている。 

イ 河内川ダム建設工事 付替町道１号線２８－７ 

Ｑ 落札者は入札価格４位にもかかわらず技術評価点が高かったために落札したが、技術評価点は

どの項目で他の応札者より高かったのか。 

Ａ 「工事成績」と「広域防災への取組み」の項目である。前者は２年以内に検査を受けた工事の

平均点数、後者は災害時に他の土木事務所管内へ出動する協定の有無を評価している。 

ウ 平成２８年度かんがい排水事業（一般型・県営）丸岡地区第２号工事 

Ｑ 一般的に工事現場への国家資格等を有する技術者を配置することが重視されてきている中で、

当工事は技術評価項目の「配置予定技術者」で一級技術者を配置するとした業者は応札者７者の

うち２者と少ないが、どのような理由が考えられるか。 

Ａ 一級技術者をすでに他の工事へ配置していることや今後別工事に配置する予定があることが考

えられる。 

Ｑ 応札者に経常建設共同企業体という業者があるが、どのようなものか。 

Ａ 別々の業者が２者で構成する共同企業体として県の競争入札参加資格を得た者であり、資格の

有効期間である２年間は常に共同企業体として工事を請け負う者である。 

エ ふくい教育博物館（仮称）展示工事 

Ｑ プロポーサル方式で採用された工事設計の提案者が、工事の施工業者として落札者となること

は問題ないか。 

Ａ 問題ない。 

Ｑ 入札条件で応札者は県内業者に限定せず所在地を問わないとしているが、海外からの応札もあ

り得るのか。 

Ａ 県の競争入札参加資格を持つことが必要であり、海外の業者は登録されていない。 

Ｑ 入札の条件として博物館や美術館の施工実績があることとしているが、応札可能業者は何社見

込んだか。 

Ａ これまでふるさと文学館やこども歴史博物館などを発注した際に施工した業者など５社程度を

見込んだ。 

オ 橋梁補修工事（防災・安全交付金）調査・設計業務委託 

Ｑ 指名業者の選定はどのように行ったのか。 

Ａ 今回の業務内容が橋梁補修工事の設計であるため、橋梁補修や建設の設計の実績があることな

どの点から選定した。 

談合その他の不正行為に関する事項について 

期間中に談合情報はなかったことを報告

その他 

特になし 


